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１ 森林保全のためのこれまでの取り組み

（１）行政による林業への支援

（２）「水源の森基金」による森林整備への支援

（３）「緑の募金」による緑化活動への支援
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国産材の需要
↓

活発な木材生産

国産材の需要
↓

活発な木材生産

林 業林 業

主伐主伐下刈り下刈り

造林
（植林）

造林
（植林）

間伐間伐

建材などに利用

（１）行政による林業への支援

供給

従来は森林所有者により森林の整備・保全がなされていた従来は森林所有者により森林の整備・保全がなされていた

需要
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国産材の需要は縮小し
木材生産活動は停滞した状況に

国産材の需要は縮小し
木材生産活動は停滞した状況に

従来は森林所有者により
森林の整備・保全がなされていたが・・・

従来は森林所有者により
森林の整備・保全がなされていたが・・・

林 業林 業

主伐主伐下刈り下刈り

造林
（植林）

造林
（植林）

間伐間伐

現在の森林保全は森林所有者の自助努力と
行政の林業に対する支援で支えられている

現在の森林保全は森林所有者の自助努力と
行政の林業に対する支援で支えられている

賃金の上昇
担い手不足

賃金の上昇
担い手不足 供給

木材生産活動
の停滞

木材生産活動
の停滞

需要

国産材の
需要
↓
縮小

国産材の
需要
↓
縮小

木材代替材
の普及

木材代替材
の普及

外材の輸入外材の輸入

木材価格の
下落

木材価格の
下落

※赤字は行政支援
が強化された部分

※赤字は行政支援
が強化された部分

間伐や植林など森林整備に対する助成
担い手対策・国産材の需要拡大など

間伐や植林など森林整備に対する助成
担い手対策・国産材の需要拡大など
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間伐

行政支援による間伐の実施行政支援による間伐の実施
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間伐面積の推移
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木材生産コスト削減を図るための林道の整備木材生産コスト削減を図るための林道の整備

林道延長の累計
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木工教室

魚礁の設置

資源の循環利用を促進するための
木材の需要拡大

資源の循環利用を促進するための
木材の需要拡大

・木工工作コンクール

・木製机・椅子の導入促進

平成１６年度実績

５，３１７ｍ 3

産地直送住宅の推進

・魚礁の製作・設置

・製品の試作・展示

普及・啓発活動

公共工事での

木材利用推進

住宅部門における木材
の利用推進

間伐材の利用推進
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森林
整備
6%

その他
林業施策
21%

林道整備
27%

山地災害
防止・復旧
46%

森林・林業に関する予算（H16年度）

総額
１２９億円

森林・林業に関する予算の現状森林・林業に関する予算の現状

※人件費等除く
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林業に対して上乗せ助成し
森林所有者の負担を軽減

林業に対して上乗せ助成し
森林所有者の負担を軽減

昭和５３年の大渇水を契機
に基金を設置

昭和５３年の大渇水を契機
に基金を設置

林業者への助成林業者への助成

「水源の森」の造成・整備「水源の森」の造成・整備

水資源の開発・確保
林業振興

水資源の開発・確保
林業振興

（２）「水源の森基金」による森林整備への支援

ダム上流 水源林などの
森林整備を行う場合・・・

ダム上流 水源林などの
森林整備を行う場合・・・

自己負担

森林整備に必要な経費

水源かん養林などの森林整備促進水源かん養林などの森林整備促進

補助金従来従来 現状現状

自己負担

水源の森

補助金



10

都市住民による植樹や都市部の緑化など都市住民による植樹や都市部の緑化など

（３）「緑の募金」による緑化活動への支援

県民からの募金県民からの募金

緑の少年団による植樹 路側帯の緑化など
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２ 新たな施策の方向性

（１）森林・林業の現状と将来

（２）新たな施策の必要性

（３）九州地方知事会税制調査研究会報告

と他県の税制導入状況

（４）他県における取り組み

（５）新たな施策の方向性
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S50 S55 S60 H2 H7 H12 H16 年度

千ha

伐採面積（主伐）の推移

木材価格の下落

賃金の上昇

就業者の減少、高齢化

木材価格の下落

賃金の上昇

就業者の減少、高齢化

今後も急激な好転は期待できない今後も急激な好転は期待できない

（１）森林・林業の現状と将来

木材生産活動の停滞木材生産活動の停滞

伐

採

面

積

平成3年の台風災による
伐採面積の増加

現状現状
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民有林に占める割合

荒廃森林面積の推移

２０年後には民有林の４割が荒廃すると推測２０年後には民有林の４割が荒廃すると推測
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森林を良好な状態で次世代へ引継ぐには
従来の施策に加え、新たな施策が必要

森林を良好な状態で次世代へ引継ぐには
従来の施策に加え、新たな施策が必要

（２）新たな施策の必要性

林業が成り立つ森林

※収益性の悪化
※担い手不足等

↓
公益的機能の

低下
↓

県民生活に影響

放置された森林

既存施策

健全な森林の維持

新たな施策

荒廃森林の再生

木
材
生
産
機

能
の
発
揮

公
益
的
機
能
の
発
揮

手入れがされていて公益
的機能が発揮されている
森林

手入れがされず公益的機
能が低下している森林
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（３）九州地方知事会税制調査研究会報告

税制調査研究会報告の概要

森林保全における負担のあり方

九州・山口の森林の状況

林業採算性の悪化
山村の過疎化が進行

間伐が遅れた森林が
増加していくことが懸念される

 水源かん養機能が確保できず
 山地災害など発生しやすい状況

 
森林保全に関する
幅広い施策の必要性

ハード事業：造林・間伐・下刈等

NPOなどの育成・支援など

ソフト事業：県民意識の啓発

今後は・・・

九州山口の森林面積
　　約３２０万ｈａで全土の約６４％

各県の実情を踏まえた取り組み（現状）

森林の受益は県民全体に広く行き渡るもの

効果
○全ての県民で森林を守り育てていくという県民意
識の醸成が図れる

○森林保全等の施策を安定・継続的に実施できる

県民が広く負担する税の導入は最も現実的

県民の理解と幅広い角度からの検討が必要
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平成1８年4月末現在：１６県が森林保全のための税を導入平成1８年4月末現在：１６県が森林保全のための税を導入

他県の税制導入状況

導入県の税の目的

森林の公益的機能の発揮を目的とした税（１５県）

【九州・山口】
鹿児島県、宮崎県、大分県、熊本県、山口県（５県）

【その他の県】
高知県、愛媛県、岡山県、島根県、鳥取県、奈良県、滋賀県、静岡県

福島県、岩手県

（１０県）

森林と都市部の緑の保全を目的とした税（１県）
兵庫県

導入県の税の目的

森林の公益的機能の発揮を目的とした税（１５県）

【九州・山口】
鹿児島県、宮崎県、大分県、熊本県、山口県（５県）

【その他の県】
高知県、愛媛県、岡山県、島根県、鳥取県、奈良県、滋賀県、静岡県

福島県、岩手県

（１０県）

森林と都市部の緑の保全を目的とした税（１県）
兵庫県
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0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他（鳥獣被害防止対策など）

公有林化、県有林化

森林公園・見本林整備

海岸保安林等の再整備

行政と市民の連携による森林整備

間伐材の運搬支援

造林未済地の整備

竹の伐採

里山林の整備

防災機能強化（風倒木伐採、除去）

間伐

九州・山口（導入５県のうち）

九州・山口以外（導入１１県のうち）

1

他県における税収の使途（森林整備） 県数

（４）他県における取り組み

荒廃森林の整備（間伐）が中心荒廃森林の整備（間伐）が中心

森林の整備森林の整備
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その他（森林認証制度、文化の再興）

都市の緑化

担い手対策

公募事業

森林所有者への管理意識の喚起

森づくりの場の提供

公共施設への木製品設置、内装木質化

森林環境学習・学校林活動

シンポジウム・フォーラム等

ボランティアへの支援

普及啓発・情報発信・PR

九州・山口（導入５県のうち）

九州・山口以外（導入１１県のうち）1

他県における税収の使途（意識醸成） 県数

多様な取り組みがなされている多様な取り組みがなされている

意識の醸成意識の醸成
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未来につなぐ森の恵みを

将来にわたり享受するには

未来につなぐ森の恵み
（水や空気など）

県民共有の財産
（森林の有する公益的機能）

既存施策のみでは保全できない現状

基本理念
　

森林を社会全体で
守り育てること

「県民みんなで
　　支える森づくり」

（５）新たな施策の方向性

新たな施策の基本理念新たな施策の基本理念
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新たな施策の展開方向新たな施策の展開方向

森
林
を
良
好
な
状
態
で
次
世
代
へ

　　　　施策の考え方

○荒廃森林の手入れによる公益的
機能の発揮
　

従来の林業ではなく、行政が主体
となり森林の保全を計画的に行う

施策の柱

荒廃した森林
の整備

意識の醸成

○森林を県民共有の財産として社
会全体で守りそだてることが重要

県民が自ら考え行動することに対
して幅広い支援を行い、意識の醸
成を図る
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荒廃した針葉樹林を間伐し、針広混交林へ誘導する

木材生産を目的とした森林整備

・優良材生産のための単層林の密植

・不採算林は手入れが行き届かず

公益的機能発揮を目的とした森林整備

例）

・間伐による針広混交林への誘導

現状 新たな施策イメージ

考えられる新たな施策の例（森林の整備）考えられる新たな施策の例（森林の整備）
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県民が取り組む森林づくり活動を支援する
森づくり活動への支援

例）

・活動フィールドの提供や森林整備方法の研修など

考えられる新たな施策の例（意識の醸成）考えられる新たな施策の例（意識の醸成）

森林の役割や大切さを伝える
森林の役割や大切さを伝え、森林を保全する意識を醸成する

例）

・子どもたちへの森林環境教育の実施など

資源の循環利用を促進する県産材の利用
例）

・公共施設への木製品設置など
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